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埋没物探査装置を用いた災害応急対策活動等に関する協定 募集要領

 「埋没物探査装置を用いた災害応急対策活動等に関する協定」について、下記により協

定締結希望者を募集いたしますので、協定の締結を新規に希望される者は下記協定締結説

明書により技術資料の提出をお願いいたします。 

 令和 3 年 2 月 12 日 

                                                国土交通省 中国地方整備局 

                        倉吉河川国道事務所長 山田 明 

協 定 締 結 説 明 書 

１．協定概要 

（１）協 定 名 埋没物探査装置を用いた災害応急対策活動等に関する協定 

（２）活動場所 中国地方整備局が管理する施設（河川、砂防、海岸、国道等）、中国

地方の大規模災害発生区域及びその他の大規模災害発生区域（日本国

内）における災害応急対策活動等への協力を原則とする。 

（３）活動内容 災害発生時に被害施設の早期復旧のため、倉吉河川国道事務所が保有

する埋没物探査装置を用いて災害応急対策活動を実施するものであ

る。 

災害応急対策活動に使用する災害対策用機械と活動内容は別紙－１を

参考として下さい。 

（４）協定期間 令和 3 年 4 月 1 日 ～ 令和 4 年 3 月 31 日 

２．応募資格 

  応募資格は、以下のとおりとします。 

（１） 予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令第 165 号）（以下「予決令」という。）

第 70 条及び第 71 条の規定に該当しない者であること。 

（２） 中国地方整備局（港湾空港関係を除く。）における令和３・４年度の一般競

争（指名競争）参加資格の定期受付において、希望業種を「土木関係建設コン

サルタント業務」又は「測量」又は「地質調査業務」として申請していること。 

 また、令和 3 年 4 月 1 日時点において、上記の一般競争（指名競争）参加資

格の「土木関係建設コンサルタント業務」又は「測量」又は「地質調査業務」

の認定を受けていることを協定締結の条件とする（会社更生法（平成 14 年法律

第 154 号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平

成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者につ

いては、手続開始の決定後、中国地方整備局長が別に定める手続に基づく一般

競争参加資格の再認定を受けていること。）。 
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  （３） 会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法

に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（上記（２）の再認定を受け

た者を除く。）でないこと。 

（４） 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ず

るものとして、国土交通省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続

している者でないこと。 

（５） 本協定の活動内容である応急対策活動等を総括的に管理する者として、次に

掲げる基準を満たす技術者が、本活動を総括的に管理できること。 

① 協定締結希望者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること。なお、「直

接的かつ恒常的な雇用関係」とは、申請書提出日において３箇月以上の雇

用関係にあることをいう。 

上記「直接的かつ恒常的な雇用関係」が確認できない場合は、協定締結

を認めないことがある。 

② 以下のいずれかの資格を有すること。 

ア）技術士（総合技術監理部門）を有する者 

イ）技術士（建設部門）を有する者 

ウ）ＲＣＣＭを有する者 

エ）博士（工学） 

オ）測量士を有する者 

  （６） 基本協定参加資格確認申請書（基本協定参加資格確認のための添付資料を含

む。この説明書において「申請書」という｡)の提出期限の日までの期間に、中

国地方整備局長から工事請負契約に係る指名停止等の措置要領（昭和 59 年 3 月

29 日付け建設省厚第 91 号。以下「指名停止措置要領」という。）に基づく指

名停止を受けていないこと。 

（７） 鳥取県内又は島根県内に本支店営業所が所在すること。 

３．基本協定締結者の決定方法 

（１）協定の締結は、２．に掲げる応募資格を満たしている者と行います。 

（２）提出された資料の内容等についてヒアリングを実施する場合があります。 

４．担当部局 

  〒682-0018 鳥取県倉吉市福庭町１丁目１８ 

        国土交通省中国地方整備局 倉吉河川国道事務所 道路管理課 機械係 

        ＴＥＬ 0858-26-6239 内線 440 

ＦＡＸ 0858-26-6249 

５．募集要領の配布 

  募集要領については、以下のとおり配布します。 

   ①配布期間：令和 3 年 2 月 12 日（金）から令和 3 年 3 月 5 日（金）までの

休日を除く毎日、9 時 00 分から 17 時 00 分までとする。 
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   ②配布場所：４．に同じ 

         なお、倉吉河川国道事務所のホームページで入手可能。 

６．応募資格の確認等 

（１）申請書の作成 

協定の締結を希望される方は、下記資料を作成し提出願います。 

①協定参加資格確認申請書【別記様式１】 

ア）申請書に申請者印を押印するか、または押印を省略する場合は次 

のとおり附記が必要となります。代理人による申請の場合は、代理 

人として支社等の併記をお願いします。  

イ）押印を省略する場合は、申請者印を押印しない代わりに該当書類 

に「本件責任者及び担当者」の氏名及び連絡先（連絡先は２つ以上） 

（以下、「連絡先等」という。）を記載してください。  

※ 確認のため、記載の連絡先に担当者から連絡をさせて頂く場合があ 

ります。

②一般競争（指名競争）参加資格申請書の写し 

③総括的に管理する技術者の資格【別記様式２】 

※技術者の資格及び雇用関係が確認できる資料を提出願います。な

お、複数の技術者を登録することは可能です。 

④活動の実施体制【別記様式３】 

          ※資料提出項目及び作成要領は、別紙「活動の実施体制」調査表作

成要領によるものとします。なお、調査表の記入内容やヒアリン

グ結果により、体制確保状況が不十分と判断した場合、協定を締

結しない場合があります。 

（２）申請書の提出 

申請書については、以下のとおり提出願います。 

①提出方法：申請書（追加資料を含む）の提出は、持参又は郵送（書留

に限る。必着のこと。）とします。 

②受付期間：令和 3 年 2 月 12 日（金）から令和 3 年 3 月 5 日（金）まで

の休日を除く毎日、9 時 00 分から 17 時 00 分までとする。 

③提出場所：４．に同じ。 

（３）申請書作成等に対する質問 

申請書の作成等にあたり質問がありましたら、書面（様式は自由）により提

出願います。 

①提出方法：書面を持参又は郵送により提出すること。ＦＡＸでも可。 

②受領期間：令和 3 年 2 月 12 日（金）から令和 3 年 3 月 5 日（金）まで

の休日を除く毎日、9 時 00 分から 17 時 00 分までとする。 

③提出場所：４．に同じ。 

（４）（３）の質問に対する回答書は、次のとおり閲覧を行います。 

①期  間：質問を受理してから適宜に、令和 3 年 2 月 26 日（金）まで
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の休日を除く毎日、9 時 00 分から 17 時 00 分まで。 

②場  所：４．に同じ。 

（５）申請書作成等に係る既存資料の閲覧 

申請書の作成にあたり、以下の資料を閲覧する事が出来るものとします。 

①資 料 名：・埋没物探査装置の完成図書（製作仕様書・取扱説明書等）

１式 

②閲覧場所：４．同じ。（別途、閲覧場所を用意します。） 

③閲覧期間：申請書の提出期限の前日までの閉庁日を除く毎日、9 時 00

分から 16 時 30 分まで（閲覧場所の用意等が有りますので、

事前に４．までに電話にて申し入れて下さい。） 

（６）その他 

①申請書（追加資料を含む）の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担と

なります。 

②担当官は、提出された申請書（追加資料を含む）を応募資格確認以外に提

出者に無断で使用しません。 

また、提出者の了承を得ることなく申請書の一部のみを採用することはし

ません。 

③提出された申請書（追加資料を含む）は返却しません。 

④提出期限以降における申請書（追加資料を含む）の差し替え及び再提出は

認めません。 

      ⑤契約締結及び費用の支払いについて 

              基本契約締結後において、出動を要請した場合は、速やかに契約締結する

ものとし、出動及び復旧支援活動等に要した費用は、締結した契約に基づ

きその費用を支払うものとします。 

      ⑥協定の継続、解除について 

       協定期間の満了日の２ヶ月前までに意思表示がない場合は、期間終了の日

の翌日から１年間この協定を更新するものとし、以後同様とする。また、

協定を終了させる旨の意思表示がなされた場合は、協議を行い、合意後協

定の解除を行うものとする。ただし、終了の意志表示は、解除を希望する   

日の２ヶ月前までに行うものとする。 

      ⑦協定書の発行 

          協定書の発行にあたっては、本書を２通作成し各々の記名捺印のうえ、各

自１通を保有する。 
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（別記様式１） 

（用紙Ａ４） 

協 定 参 加 資 格 確 認 申 請 書 

令和○○年○○月○○日

 中国地方整備局 

   倉吉河川国道事務所長 山田 明 殿 

                 住    所 

                  商号又は名称 

                 代 表 者 氏 名 

  令和 3 年 2 月 12 日付けで募集のありました「埋没物探査装置を用いた災害応急対策

活動等に関する協定」に係る応募資格について確認されたく、下記の資料を添えて申請

します。 

 なお、予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令第 165 号）第 70 条及び第 71 条の規定に

該当する者でないこと及び添付資料の内容については事実と相違ないことを誓約しま

す。問い合わせ先は下記のとおりです。 

                   記 

  １ 協定締結説明書６．(1)②に定める一般競争（指名競争）参加資格申請書の写し 

 ２ 協定締結説明書６．(1)③に定める技術者の資格等を記載した書面 

 ３ 協定締結説明書６．(1)④に定める活動の実施体制を記載した書面 

問い合わせ先 

 担当者 ： 中国 太郎 

 部 署 ： ○○本店 ○○部 ○○課 

 電話番号： （代）○○○－○○○－○○○○ （内線 ○○○） 

              ＦＡＸ○○○－○○○－○○○○ 
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※以下は、押印を省略する場合のみ記載すること。 

（連絡先は２つ以上記載すること） 

本件責任者（会社名・部署名・氏名）： 

担当者（会社名・部署名・氏名）： 

連絡先１：○○○－○○○ 

連絡先２：○○○－○○○ 

注１）代表者印の押印を省略する場合は、本件責任者・担当者の氏名及び連絡先を 

（連絡先は２つ以上）を明記してください。 
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（別記様式２）                                                    （用紙Ａ４） 

技 術 者 の 資 格
 ［記入例］                   会社名：           

 技術者の
（フリガナ）

氏 名 
○○

○ 
○○

○  
○○

○  
○○

○ 
 生年月日  昭和○○年○○月○○日 

 所 属 ・ 役 職 

 保  有  資  格  技 術 士（部門：       分野：     

      登録番号：       ・取得年月日：          ）

 ＲＣＣＭ（部門：       分野：     

      登録番号：       ・取得年月日：          ）

 そ の 他（                                 ) 
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（別記様式３） 

活 動 の 実 施 体 制
 ［記入例］                   会社名：           

○本活動を総括的に管理する技術者 

技術者の氏名  ○  ○  ○  ○ 在籍する本支店名 
○○コンサルタント㈱ 

        ○○支店 

在籍する本支店の住所  ○○県 ○○市 ○○町 ○丁目 ○番 

○本活動の実務を担当する技術員 

技術員の氏名  ○  ○  ○  ○ 在籍する本支店名 
○○コンサルタント㈱ 

        ○○支店 

在籍する本支店の住所  ○○県 ○○市 ○○町 ○丁目 ○番 

技術員の氏名  ○  ○  ○  ○ 在籍する本支店名 
○○コンサルタント㈱ 

        ○○支店 

在籍する本支店の住所  ○○県 ○○市 ○○町 ○丁目 ○番 

技術員の氏名  ○  ○  ○  ○ 在籍する本支店名 
○○コンサルタント㈱ 

        ○○支店 

在籍する本支店の住所  ○○県 ○○市 ○○町 ○丁目 ○番 

 ※緊急時に速やかに対応できる技術員を記載すること。 

○緊急時に準備できる作業員数 

○○人

 ※普通作業員以上 



- 9 -

活動の実施体制調査表 作成要領

１．募集要領に定める活動の実施体制調査表 別記様式－３ 

  下記の項目について、調査表に記入するものとし、別記様式－３の項目に従い記入す 

ること。 

 調査表の記入内容やヒアリング結果により、体制確保状況が不十分と判断した場合、

協定を締結しない場合があります。 

 １）緊急時連絡窓口の調査 

      緊急時連絡窓口として、休日及び夜間等においても確実に連絡可能な技術者につい  

て記入すること。 
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協定参加資格確認申請書提出時のチェックリスト

 協定参加資格確認申請書提出時には、本チェックリストにより提出書類が添付されてい

ることを確認下さい。 

□ 令和３・４年度の一般競争（指名競争）参加資格申請書の写し →必須提出 

□ 協定参加資格確認申請書（別記様式１）  →必須提出 

技術者の資格・経験 

□ 技術者の資格（別記様式２）              →必須提出 

□ 直接的かつ恒常的(３箇月以上)な雇用関係が確認できる資料 

→（健康保険被保険者証等）                →必須提出 

□ 技術者の資格を証明する書面の写し     →必須提出 

活動の実施体制 

□ 活動の実施体制（別記様式３）            →必須提出 

 これらの添付資料が未提出の場合は参加資格を認めない場合がありますので、ご注意下

さい。 



別紙－１

対 象 機 械 機 械 番 号 規 格 作 業 内 容 運 転 免 許
備 考

車 両 重 量

遠隔操縦装置 R02-1715 バックホウ用
運搬・設置・

操作管理
運搬：ワンボッ

クスで可
W620×D560×
H410×6ｹｰｽ

 対 象 機 械 一 覧 表 



埋没物探査装置を用いた災害応急対策活動等に関する協定書（案）

      国土交通省中国地方整備局倉吉河川国道事務所長（以下「甲」という。）と○○○○（以下「乙」とい
  う。）は、埋没物探査装置を用いた災害応急対策活動等の実施（以下「災害対策活動等」という。）に関
  し、次のとおり締結する。 

（目 的） 
第１条    本協定は、風水害、地震等の異常な自然現象及び予期できない災害が発生したとき、迅速かつ的確 
    に、災害対策活動等の業務を実施するために必要な事項を定めることを目的とする。 

（協力の要請） 
第２条  甲は、災害対策活動等を実施する必要があると認められたときは、乙に協力を要請することが出来
    るものとする。 
      ２．乙は、甲から要請があったときは、その要請の主旨に従い、甲に協力するものとし、本協定に精通
    した人員をこれに充てるものとする。 
   ３．本協定の対象とする災害対策用機械は、別紙のとおりとする。 

（協力要請手続） 
第３条  前条の規定による甲の協力要請は、原則として文書により行うものとする。 

（災害対策活動等の指示） 
第４条  災害対策活動等の指示は、原則として甲が行うものとし、乙は、その指示に従うものとする。 

（法定外労働災害補償制度の加入確認） 
第５条  本協定に基づき甲と乙が請負契約を取り交わす場合は、乙が法定外労働災害補償制度に加入してい 

ることを条件とする。 
なお、当該法定外労働災害補償制度は、元請・下請を問わず補償できる保険であること。また、当該 
法定外労働災害補償制度には、工事現場単位で随時加入する方式と直前１年間の完成工事高により掛 
金を算出し保険期間内の工事を保険対象とする方式とがあるが、請負契約の条件となる保険は、いず 
れの方式であっても差し支えない。 

（契約の締結） 
第６条  甲は、第２条に基づき乙に協力を要請したときは、別途、速やかに契約を締結するものとする。 

（業務の特例） 
第７条  乙は、甲が特に必要と認めて第１条に定める目的以外に協力を要請するときは、本協定書を準用す 
    るものとする。 

（協定期間） 
第８条  本協定の協定期間は、令和３年４月１日から令和４年３月３１日までとする。 
   ２．この協定期間の満了日の２ヶ月前までに甲、乙のいずれからも意思表示がない場合は、期間終了の
    日の翌日から１年間この協定を更新するものとし、以後同様とする。 
      ３．甲又は、乙の一方からこの協定を終了させる旨の意思表示がなされた場合は、甲及び乙は協議を行
    い、合意後協定の解除を行うものとする。ただし、終了の意志表示は、解除を希望する日の２ヶ月前
    までに行うものとする。 

（損害の負担） 
第９条  災害対策活動等の実施に伴い、甲及び乙の責に帰さない事由により、第三者に損害を及ぼした場合
    には、乙はその事実の発生後速やかにその状況を書面により甲に報告し、その処置について甲、乙協
    議して定めるものとする。 
      ２．災害対策活動等の実施に伴い、明らかに乙の責に帰する原因により第三者に損害を及ぼした場合に
    は、乙がこれを負担するものとする。 
   ３．災害対策活動等の実施に伴い、明らかに甲の責に帰する原因により第三者に損害を及ぼした場合に
    は、甲がこれを負担するものとする。 

（訓練の参加） 
第１０条 乙は、甲が行う災害対策機械操作訓練等に参加すること。 

（その他） 
第１１条 本協定に定めのない事項、または本協定に疑義が生じたときは、その都度、甲、乙が協議してこれ 
    を定めるものとする。 

      本協定の証として、本書２通を作成し、甲、乙が記名捺印のうえ、それぞれ各自１通を保有する。 

令和 ３年 ○月○○日

                        甲  鳥取県倉吉市福庭町１丁目１８番地 
                                 国土交通省 中国地方整備局 
                                 倉吉河川国道事務所長   山田 明 

                        乙   ○○○○ 


